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中国 139,008 9,600,000 11,218 8,113 124,162 642 347,281 
香港 739 1,106 321 43,497 25,572 651 37,281 
台湾 2,357 36,197 531 22,541 21,054 477 62,724 
シンガポール 561 719.2 310 55,241 36,423 826 31,186
（注）主要基礎データは 2016 年値。在留邦人・法人数：シンガポールは 18 年 4 月、台湾は 17 年 4 月、
中国と香港（マカオを含む）は 17 年 10 月現在、貿易総額は 2017 年値。
（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）














インドネシア 812 24,543 3.3
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　日本政府観光局の統計によると、2017 年の訪日外国人観光客数は前年比 19.3％増の 2,869 万
人となり、2018 年度は 8 月現在で既に 2,000 万人を超えている。2017 年は、中国（736 万人）・
香港（223 万人）・台湾（456 万人）・シンガポール（40 万人）など中華圏からの訪日旅行者は
前年比約 14.3％増の 1,456 万人で、訪日外国人旅行者全体約 50.7％を占め、今後も引き続き大
幅に増加する傾向にある。
　安倍首相は、「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」7 で、訪日外国人観光客数を 2020
年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人とすることを決定。
　具体策として、①現在もビザが必要な中国、フィリピン、ベトナム、インド、ロシアの 5 カ
国の発給条件緩和を加速させる。②全国 200 カ所の文化財を対象に修繕や多言語解説の導入
6 巴特尔（2013）、127 ～ 136 ページ







現在の 3.7 兆円から 2020 年に 8 兆円、













2017 年の中国から海外への観光客数は 1 億 3,000 万人に達した。そのうち、香港は 4,445 万人（香
港観光発展局）、シンガポール 323 万人（シンガポール観光局）、台湾 273 万人（中国国家旅遊
局）と中華圏域内の移動と交流が急速に進んでいることが伺える。一方、中国人観光客の特徴
としては、団体旅行者は全体の 44％、個人旅行は 42％と数年前に比べ個人旅行者が大幅に増
加している。また、世代別では、中高年（48 歳以上）は全体の 24％、「70 後」（38 ～ 47 歳）
は同 17％、「80 後」（28 ～ 37 歳）は同 31％、「90 後」（18 ～ 27 歳）は同 16％、「00 後」（8 ～








































































































のあり方も再考する必要があろう。例えば、中国の SNS 事情に関し、中国版 Twitter と言わ












消費国 販売国 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
米国 2,327 2,471 2,595 2,711 2,795
中国 243 258 271 283 292
合計 2,570 2,729 2,866 2,994 3,087
日本 7,128 8,169 9,302 10,549 11,925
中国 4,942 5,664 6,449 7,314 8,268
合計 12,070 13,832 15,751 17,864 20,193
日本 12,978 16,339 20,077 24,178 28,487
米国 14,578 18,354 22,552 27,159 31,999
合計 27,556 34,693 42,629 51,337 60,485
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